ＦＡＸ送信表　
平成29年度OCVB推進委員会における検討事項に関するアンケート
送付先：OCVB推進委員会事務局　FAX:098-859-6221
　以下の中から、議論に参加したい検討事項の番号を記入し、平成29年7月25日（火）までにＦＡＸにてご連絡ください。
検討事項　
※　以下に掲げる事項の趣旨は、「平成29年度ＯＣＶＢ推進委員会における検討事項」を
ご参照ください。
1 国内観光客の誘客拡大と平準化について
2 人材の育成と確保について

3 クルーズ寄港の増大に対応した満足度向上の取り組みについて

4 観光におけるバリアフリー（ユニバーサル）の推進について
5 貸し切りバスやレンタカーを利用しない国内外の個人旅行（ＦⅠＴの交通の利便性向上について

6 通訳案内サービスの質と量の確保について

7 外国人観光客の受入、おもてなしに関する県民運動の展開について
8 外国人観光客の緊急医療（長期入院、高額医療が発生した場合）の対応について

9 観光目的税の導入について

第１希望（  　　）  第２希望（　 　　）　第３希望（　　 　）
※ご希望に沿えない場合もございますので、あらかじめご了承ください
　

　
平成29年度ＯＣＶＢ推進委員会における検討事項
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1

国内観光客の誘客

拡大と平準化につい

て

　平成33年度の観光誘客目標1,200万人（国内800万人、海外空路200万人及び海外海路200万人）における

国内800万人を達成するとともに、誘客の平準化（年間及び週間におけるボトムの解消）を図るためにはどの

ような取組を行うべきか検討を行う。

※検討項目例：「Be.okinawa」の国内展開の検証、沖縄旅行未体験者の開拓、地方路線の取組み強化、旬香

周島キャンペーンの取り組み強化等

2

人材の育成と確保に

ついて

　急増する外国人観光客の増加等に伴い、県内の観光関連産業において「人材不足」が深刻な課題となって

いる。一方で、県内では若年者の失業率は依然高く、外国人の就労ビザの緩和や外国人留学生の勤務時間

制限の緩和に向けた検討が行われている。国や県などの関係機関の取り組みを確認しつつ、喫緊の課題で

ある人材の育成と確保について検討を継続する。

3

クルーズ寄港の増大

に対応した満足度向

上の取組について

　アジアにおけるクルーズ市場の急成長、沖縄への寄港の急拡大、クルーズバースの整備等の取組を踏ま

え、沖縄県は平成33年度の海外海路を200万人とする目標を設定した。目標達成に向けては、クルーズ客に

満足度の高いサービスを提供することが重要であり、どのような取組が求められるか検討を行う。

※検討項目例：入国検査の一層の簡素化等、より満足度が高いバスツアーのあり方、個人周遊客への効果

的な情報提供のあり方等

4

観光におけるバリア

フリー（ユニバーサ

ル）の推進について

　沖縄県では、平成19年の「沖縄観光バリアフリー宣言」を契機に皮切りに、那覇空港に「しょうがい者・こうれ

い者観光案内所」が設置され、県事業として観光バリアフリー対応マニュアル等の作成や観光バリアフリーセ

ミナー、アドバイザー派遣などの事業が推進されている。高齢化・人口減少が進行する国内市場において安

定的な誘客の確保や獲得につなげる取組として、また、世界水準の観光リゾート地としてのブランド形成にお

いて、バリアフリー（ユニバーサル）に取り組むことが重要である。

※検討項目例：高齢者、障がい者、アレルギー、宗教（ハラル含む）、LGBTへの対応

5

貸切バスやレンタ

カーを利用しない国

内外の個人旅行（Ｆ

ⅠＴ）の交通の利便

性向上について

　県の観光産業実態調査（OＣⅤＢが受託）で示された課題の一つに路線バスや観光地を結ぶバス路線網の

整備などによる交通の利便性の向上が挙げられている。また、新聞報道によれば、クルーズ船寄港時や空

港において、「白タク行為」が増加しているとのことである。観光客の交通の利便性向上について、「白タク行

為」を予防する観点を含め、対策の検討を行う。

6

通訳案内サービスの

質と量の確保につい

て

　現在、県内には通訳案内士の資格を持たない通訳ガイドが多数いるとされ、新聞報道ではクルーズに関連

して取り上げられているが、空港でも同様の違法行為が見受けられるとされている。一方で、国は通訳ガイド

に関して大幅な規制緩和を打ち出している。今後は、「名称独占」の有資格者と無資格者の通訳ガイドが両存

することを受け、世界水準の観光リゾート地としてどのように対応すべきか検討を行う。

7

外国人観光客の受

入、おもてなしに関す

る県民運動の展開に

ついて

　沖縄県では、観光客を「うとぅいむち(おもてなし)」の心で温かく迎え入れる【ウェルカムんちゅ】が必要とし

て、県民向けの啓発事業を実施しているが、外国人観光客は県民が想像する以上に急増し、また、アジアだ

けでなく欧米など来訪者の国々も多様化している。これまでの取組を検証しつつ、世界水準の観光リゾート地

としてふさわしい受入環境を整備する上で、どのような取組が必要か検討を行う。

8

外国人観光客の緊

急医療（長期入院、

高額医療が発生した

場合）の対応につい

て

　2017年3月、台湾人観光客が沖縄滞在中に未熟児出産をしたが、保険適用外のケースの上、未熟児の長

期入院が必要になったことに対し、華僑総会が寄付を募った。

外国人観光客の緊急医療に対しては、外国人観光客受入体制強化事業において医療機関等の対応改善を

図っているが、上述のようなケースの場合の当事者および家族に対するケアを、今後どのような体制で取り組

むことができるか議論する。

9

観光目的税の導入に

ついて

　平成33年度の観光誘客目標1,200万人（国内800万人、海外空路200万人及び海外海路200万人）の目標達

成に向けては、効果的な誘客プロモーションに加えて、観光客の満足度を高める受入対策の強化に継続的に

取り組む必要があり、そのための安定的な財源を確保する観点から、観光目的税の導入について検討を行

う。
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